
冒団覇  

検疫感染症について  

「検疫法」より（抜粋）  

（検疫感染症）  

第二条 この法律において「検疫感染症」とは、次に掲げる   

感染症をいう。  

－一  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法   

律（平成十年法律第百十四号）に規定する一類感染症  

コレラ  

三 黄熱  

四 前三号に掲げるもののほか、国内に常在しない感染症の  

うちその病原体が国内に侵入することを防止するためその  

病原体の有無に関する検査が必要なものとして政令で定め  

るもの  

「検疫法施行令」より（抜粋）  

（政令で定める検疫感染症）  

第一条 検疫法（以下「法」という。）第二条第四号の政令で定   

める感染症は、デング熱及びマラリアとする。   



検疫法第2条第4号において政令で定める検疫感染症の対象となる条文  

（診察及び検査）  

第十三条 検疫所長は、検疫感染症につき、前条に規定する者に対する診察及び船舶等に   

対する病原体の有無に関する検査を行い、又は検疫官をしてこれを行わせることができる。  

2 検疫所長は、前項の検査について必要があると認めるときは、死体の解剖を行い、又   

は検疫官をしてこれを行わせることができる。この場合において、その死因を明らかに   

するため解剖を行う必要があり、かつ、その遺族の所在が不明であるか、又は遺族が遠   

隔の地に居住する等の理由により遺族の諾否が判明するのを待っていてはその解剖の目   

的がほとんど達せられないことが明らかであるとき＿は、遺族の承諾を受けるごとを要し   

ない。  

（陸揚等の指示）  

第十三条の二 検疫所長は、船舶等に積載された貨物について当該船舶等において前条第   

一項の検査を行なうことが困難であると認めるときは、同項の検査を行なうため、当該   

船舶等の長に対して、当該貨物を検疫所長の指示する場所に陸揚し、又は運び出すべき   

旨を指示することができる。  

（汚染し、又は汚染したおそれのある船舶等についての措置）  

第十四条 検疫所長は、検疫感染症が流行している地域を発航し、又はその地域に寄航し   

て来航した船舶等、航行中に検疫感染症の患者又は死者があった船舶等、検疫感染症の   

患者若しくはその死体、又はペスト菌を保有し、若しくは保有しているおそれのあるね   

ずみ族が発見された船舶等、その他検疫感染症の病原体に汚染し、又は汚染したおそれ   

のある船舶等について、合理的に必要と判断される限度において、次に掲げる措置の全   

部又は一部をとることができる。   

一 （略）   

二 （略）   

三 検疫感染症の病原体に汚染し、若しくは汚染したおそれのある物若しくは場所を消  

毒し、若しくは検疫官をして消毒させ、又はこれらの物であって消毒により難いもの  

の廃棄を命ずること。   

四 墓地、埋葬等に関する法律（昭和二十三年法律第四十八号）の定めるところに従い、検  

疫感染症の病原体に汚染し、又は汚染したおそれのある死体（死胎を含む。）の火葬を行  

うこと。   

五 検疫感染症の病原体に汚染し、若しくは汚染したおそれのある物若しくは場所の使  

用を禁止し、若しくは制限し、又はこれらの物の移動を禁止すること。   

六 検疫官その他適当と認める者をして、ねずみ族又は虫類の駆除を行わせること。   



七 必要と認める者に対して予防接種を行い、又は検疫官をしてこれを行わせること。  

2 検疫所長は、前項第一号から第三号まで又は第六号に掲げる措置をとる必要がある場  

合において、当該検疫所の設備の不足等のため、これに応ずることができないと認める   

ときは、当該船舶等の長に対し、その理由を示して他の検疫港又は検疫飛行場に回航す   

べき旨を指示することができる。  

（仮検疫済証の失効）  

第十九条 仮検疫済証の交付を受けた船舶等に、前条第一項の規定により定められた期間   

内に、検疫感染症の患者又は検疫感染症による死者が発生したときは、当該仮検疫済証   

は、その効力を失う。この場合においては、当該船舶等の長は、直ちに、その旨を最寄   

りの検疫所長に通報しなければならない。  

2 仮検疫済証を交付した検疫所長は、当該船舶等について更に第十四条第一項各号に掲   

げる措置をとる必要があると認めたときは、前条第一項の規定により定めた期間内に限   

り、当該仮検疫済証の効力を失わしめることができる。この場合においては、当該検疫   

所長は、直ちに、その旨を当該船舶等の長に通知しなければならない。  

3 前二項の規定により仮検疫済証が失効した場合において、当該船舶が港内に停泊中で   

あり、又は当該航空機が国内の場所（港の水面を含む。）に停止中であるときは、第一項の   

通報を受けた検疫所長又は当該仮検疫済証を交付した検疫所長は、当該船舶等の長に対   

し、当該船舶等を検疫区域若しくはその指示する場所に入れ、又は当該船舶を港外に退   

去させ、若しくは当該航空機をその場所から離陸させ、若しくは離水させるべき旨を命   

ずることができる。  

（証明書の交付）  

第二十条 検疫所長は、第十四条第一項各号の一に掲げる措置又は同条第二項の指示をし   

た場合において、 当該船舶等の長その他の関係者から求められたときは、その旨の証明   

書を交付しなければならない。  

（申請による検査等）  

第二十六条 検疫所長は、船舶又は航空機の所有者又は長が、実費を勘案して政令で定め   

る額の手数料を納めて、当該船舶若しくは航空機に対する検疫感染症の病原体の有無に   

関する検査、消毒、若しくはねずみ族若しくは虫類の駆除、その乗組員等に対する診察   

若しくは予防接種、又はこれらの事項に関する証明書の交付を求めたときは、当該検疫   

所における検疫業務に支障のない限り、これに応ずることができる。  

2 検疫所長は、外国に行こうとする者が、実費を勘案して政令で定める額の手数料を納   

めて、検疫感染症に関する診察、病原体の有無に関する検査若しくは予防接種又はこれ   

らの事項に関する証明書の交付を求めたときは、当該検疫所における検疫業務に支障の   



ない限り、これに応ずることができる。  

3 検疫所長は、貨物を輸出しようとする者が、実費を勘案して政令で定める額の手数料   

を納めて、輸出しようとする貨物に対する検疫感染症の病原体の有無に関する検査、消   

毒若しくは虫類の駆除又はこれらの事項に関する証明書の交付を求めたときは、当該検   

疫所における検疫業務に支障のない限り、これに応ずることができる。  

（都道府県知事等との連携）  

第二十六条の三 検疫所長は、第十三条第一項、第二十四条、第二十六条第一項又は前条   

に規定する診察の結果に基づき、当該診察を受けた者が感染症の予防及び感染症の患者   

に対する医療に関する法律第六条第二項から第五項まで又は第七項に規定する感染症の   

病原体を保有していることが明らかになった場合には、当該者の居住地（居住地がないか、   

又は明らかでないときは、現在地）を管轄する都道府県知事に厚生労働省令で定める事項   

を通知しなければならない。  

（検疫所長の行う調査及び衛生措置）  

第二十七粂 検疫所長は、検疫感染症及びこれに準ずる感染症で政令で定めるものの病原   

体を媒介する虫類の有無その他これらの感染症に関する当該港又は飛行場の衛生状態を   

明らかにするため、検疫港又は検疫飛行場ごとに政令で定める区域内に限り、当該区域   

内にある船舶若しくは航空機について、食品、飲料水、汚物、汚水、ねずみ族及び虫類   

の調査を行い、若しくは当該区域内に設けられている施設、建築物その他の場所につい   

て、海水、汚物、汚水、ねずみ族及び虫類の調査を行い、又は検疫官をしてこれを行わ   

せることができる。  

2 検疫所長は、前項に規定する感染症が流行し、又は流行するおそれがあると認めると   

きは、同項の規定に基づく政令で定める区域内に限り、当該区域内にある船舶若しくは   

航空機若しくは当該区域内に設けられている施設、建築物その他の場所について、ねず   

み族若しくは虫類の駆除、清掃若しくは消毒を行い、若しくは当該区域内で労働に従事   

する者について、健康診断若しくは虫類の駆除を行い、又は検疫官その他適当と認める   

者をしてこれを行わせることができる。  

3 検疫所長は、前項の措置をとったときは、すみやかに、その旨を関係行政機関の長に   

通報しなければならない。  

（実費の徴収）  

第三十二条 検疫所長は、左に掲げる場合においては、船舶等の所有者又は長から、政令   

の定めるところにより、その実費を徴収しなければならない。   

－ 第十四条第一項第三号、第四号又は第六号に規定する措置をとったとき。   

二 （略）   



2 検疫所長は、船舶等の乗組員以外の者に対して、第十四条第一項第一号又は第二号に   

規定する措置をとった場合においては、その者から、政令の定めるところにより、その   

実費を徴収しなければならない。  

3 検疫所長は、前二項の規定により実費を負担しなければならない者が、経済的事情に   

より、その実費の全部又は一部を負担することが困難であると認められる場合において   

は、前二項の規定にかかわらず、その全部又は一部を徴収しないことができる。  

4 前三項の規定は、第二十二条第三項又は第二十三条第三項（同条第六項において準用す   

る場合を含む。）の規定により、検疫所長文は保健所長が必要な措置をとった場合に準用   

する。   








